
新しいステージに向かう「KUMEJIMA MODEL」と「知の世界展開」

社会的受容性を構築する海洋温度差発電

令和5年2月1日

国立大学法人 佐賀大学 海洋エネルギー研究所
池上康之

東京財団政策研究所オンラインシンポジウム
「ブルーエコノミーの推進に向けて ～海洋温度差発電（OTEC）からのレッスン～」



第2次 開発ブーム期に
世界で先駆けて発電開始。

(2013より）

海洋エネルギーとして日本
で最初に系統連系

海 洋 温 度 差 発 電

２４時間安定して発電可能
（ベース電源としての役割を目指す）

純国産の技術として世界を牽引

「知の世界展開」へ

「写真提供：沖縄県商工労働部産業政策課」
「写真提供：沖縄県商工労働部産業政策課」
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「写真提供：沖縄県商工労働部産業政策課」

【写真提供：沖縄県商工労働部産業政策課】



海 洋 温 度 差 発 電 通 電 式
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2013年6月 通電式



講 演 内 容
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1. 海洋温度差発電（OTEC）とはなにか

2. ブルーエコノミーとしての海洋温度差発電の
ポテンシャル

3. 世界の開発・導入状況（UNIDOやADBを
事例として）

4. 日本のポテンシャル（地域貢献を促す久米島
モデルの紹介含む）



１．海洋温度差発電（OTEC）
とはなにか？
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海 洋 温 度 差 発 電 とは

海洋温度差発電とは
（OTEC: Ocean Thermal Energy Conversion)

海洋の表層部の温海水と深層部の冷海水
の温度差を利用して発電するシステム

海洋の表層と深層（水深1000m）の温度差

海水温の鉛直分布（沖縄・ハワイ）
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海洋温度差発電のしくみ

他の蒸気タービン発電との比較

発電方法 石炭火力 地熱ﾊﾞｲﾅﾘｰ 海洋温度差

高温熱源
石炭の燃焼熱

(600℃～)

地熱水

(70～120℃)

表層海水

(25～30℃)

低温熱源 表層海水
河川水・地下

水等

深層海水

(5～8℃)

温度差 数百度 50～100℃ 20～25℃

作動媒体 水
代替ﾌﾛﾝ、ｱﾝﾓ

ﾆｱ等
ｱﾝﾓﾆｱ等

火力発電の原理 出典：電気事業連合会

冷却用海水



関 連 技 術 の 成 熟

■低温の未利用熱を用いた発電技術（ﾊﾞｲﾅﾘ-発電）の進歩

■海洋構造物分野（海底油田開発分野）における、
大型化、大水深化の進展

30年前と何が違うのか？
化石燃料の高騰とCO2排出量削減の他の要因は？

技術的信頼性の向上 コスト試算の信頼性の向上

ほぼ既存技術の組み合わせで
発電プラントを

建設・運営できる。

既存発電プラント、既存海洋構造物の
シフトで、建設費やO&M費を

推定できる。

海 洋 温 度 差 発 電 の 開 発 再 開 の 背 景

■熱交換器技術の高度化

8新しいステージに向かう海洋温度差発電



再生可能エネルギーの最大導入・主力電源化を見据えたメリット

2. 設置面積の小ささ

・景観保護や、豪雨等災害への強さの意味合いでもメリットが相対的に大きい。

海洋温度差発電のメリット

1. 出力の短期的変動がほとんど無い安定電源（24H安定）
・出力の季節差はあるものの、短期的変動・日間変動はほとんどない

⇒ 周波数安定化や、日間変動をカバーするための蓄電施設、
バックアップ電源の削減が可能。

・設備利用率が高いため、ピーク出力対応のための電力系統増強も不要

４. 既存技術であるタービン発電機による発電
・周波数変動に対するｶﾞﾊﾞﾅﾌﾘｰ・LFC/AFC運転も可能（一般的なタービンと

同様に、周波数調整を自律的・自動で行える）

・主力電源化した場合に必要となる回転の慣性力や短絡強度も提供できる。

５. 発電利用後の海水の副次利用による、カーボンフリーな
産業振興効果 ⇒次頁に詳述 9

３. 国際競争力を有する再生可能エネルギーのひとつ
・要素技術の性能、実証の実績、特許等知的資産などで世界をリード



● 海からの再生可能エネルギー（海洋温度差発電）で一次産業を振興
（エネルギー起源CO2排出のない産業へ）

● エネルギー効率の高い冷熱利用による省エネ化（空調、データセン
ターなど）

● 気候変動により懸念が増した食糧・プロテインクライシスに対するリ
スクヘッジ。

● 育てる漁業推進による水産資源保全

● 熱帯・亜熱帯地域・島嶼地域の地産地消：フードマイレージの削減に
よるGHG排出削減

● 藻類の増殖と利用による直接的な
炭素固定

● 次世代につなぐ地域教育・環境教育
への活用

５. 発電利用後の海水の副次利用による、カーボンフリーな
産業振興効果

海洋温度差発電のメリット
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海洋エネルギー研究所の紹介
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拠点活動を戦略的に推進しています

〇 世界は今、新たな海洋再生可能エネルギー産業（海洋温度差・波力・潮流・洋上風力発電）

の勃興期 ➡ 発電装置の開発は、熾烈な世界競争

〇 政府が掲げる「温暖化ガスの排出量を 2050年に実質ゼロにする目標」において、最も期待されて

いる再生可能エネルギーの一つである 「海洋再生可能エネルギー」は、我が国のエネルギー
政策上（GXおよびカーボンニュートラル）の極めて重要な課題

⇒ 佐賀大学「海洋エネルギー研究所」は、我が国唯一の海洋エネルギーに関する科学技術を

戦略的に推進する先導的な共同利用・共同研究拠点として、世界的な海洋エネルギー産業の

発展に資する研究開発・人材育成に貢献

１．センター概要２．第3期活動目標とセンター実績
（１）センター主要各分野研究推進海洋エネルギー研究所の概要

研究所の沿革

2002年
（平成14年）

学内共同利用施設
海洋エネルギー
研究センター

2005年
（平成17年）

全国共同

利用施設

2010年
（平成22年）

共同利用・

共同研究拠点

認定（第2期）

1973年（昭和48年）
海洋温度差発電
研究開始

2005年（平成17年）
波力発電
研究開始

2014年（平成26年）
潮流・洋上風力発電
研究開始

（主な活動）

・沖縄県久米島50ｋｗ発電成功

・世界最高効率の高効率

空気タービンの開発

・水素貯蔵タンク国際標準

規格に採用 等

共同利用・

共同研究拠点

認定（第3期）

2016年
（平成28年）

（主な活動）

・空気タービンを世界的

普及に貢献

・洋上風力浮体式風車の

新しい提案・最適化

・研究体制の改組 等

12

共同利用・

共同研究拠点

認定（第4期）

2022年
（令和4年）

2022年（令和4年）
海洋エネルギー研究所
改称



拠点活動を戦略的に推進しています１．センター概要２．第3期活動目標とセンター実績
（１）センター主要各分野研究推進研究所の全体像

海洋エネルギー環境情報 ｜リモートセンシング
海洋エネルギー貯蔵 ｜水素貯蔵・輸送
海洋エネルギー制御 ｜遠隔監視・電力変換
海洋エネルギー物質創生 ｜リチウム回収等
海洋エネルギー人材育成 ｜海洋教育

温度差エネルギーシステム ｜海洋温度差発電・海水淡水化技術
熱エネルギー変換基盤 ｜伝熱・熱エネルギー基礎
海洋深層水利用 ｜海洋深層水の有効利用

学 際

研究所協議会

所長

研究所
運営委員会

技術専門委員会

波浪エネルギーシステム ｜波力発電
潮流・海流エネルギーシステム｜潮流発電
洋上風力エネルギーシステム ｜浮体式風力発電

海洋流体エネルギー

海洋熱エネルギー
学

長

理
事
（
研
究
担
当
）

研究所の体制 教員28名（専任12名、併任13名、特任3名） （令和5年2月1日現在）

※ 平成29年10月には、研究体制の重点化を図るため、新たに洋上風力エネルギー分野を設置。また、令和2年11月には、社会実装への応用的研究が発電装置の個々の
基礎技術だけでなく、システム全体の性能を考慮した開発が重要とし、分野にエネルギーのみから「システム」という名称を追加し統一 13

佐賀大学海洋エネルギー研究所



海洋温度差発電装置（30KW）の開発、正味出力の確認【世界初】➡ 有効性を証明
世界最高水準の研究設備の評価（『再生可能エネルギー白書』）
世界に先駆けて、実海水のみを用いた海洋温度差発電実証設備（沖縄県久米島：発電機
100KW）の開発協力・発電成功【平成25年～30年:当時世界唯一：5年連続運転に成功】
➡ 実用化促進に貢献
新しいシステム（多段ランキンサイクル）を開発し、二段ランキンサイクルに関する
実証実験を実施【国際特許取得（平成30年･米国）】
研究成果を活かした国際プロジェクトに採択（SATREPS※１･令和元年、CTCN※2･令和２年）

海洋温度差発電

久米島プラント
【海洋深層水利用学会賞】

二段ランキンサイクルシステム
※1 SATREPS: JST/JICAの地球規模課題対応国際科学技術協力
※2 CTCN：国連関連機関である「気候技術センター・ネットワーク」

:

（年）

拠点としての適格性を有しています｜特色・強み

海洋温度差発電研究のロードマップ

佐賀大学における海洋温度差発電研究の実績とロードマップ
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２．ブルーエコノミーとしての
海洋温度差発電のポテンシャル
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ブ ル ー エ コ ノ ミ ー と し て の
海 洋 温 度 差 発 電
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1. ２４H安定的に発電可能な特性を活かし、島嶼
地域などの再生可能エネルギー最大導入として
の新しいブルーエコノミー社会実装モデル、さ
らに、島嶼地域強靱化モデルとして貢献

2. エネルギーのみならず複合利用、環境保全とし
てのGXに貢献できる新産業および雇用創出

3. 世界をリードする我が国の産業界の実績を活か
し、世界に貢献できるGX基盤インフラ輸出とし
て国際的にブルーエコノミーを牽引
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ブルーエコノミーとしての海洋温度差発電を核とした
持続可能な社会構築のための複合利用
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海洋温度差発電を核とした持続可能な社会モデルの
実践とブルーエコノミー

久米島モデルの玄関口久米島モデルへの
玄関口

化粧品（工業）

海ぶどう（養殖業）

サンゴ（環境）

海水淡水化（工業）

①冷熱農業（農業）

温浴施設（健康）

久米島モデル

海藻（農業）

サケ（養殖業）

出典：(社)国際海洋資源エネルギー利活用推進コンソーシアム資料より

②藻類（農業）

車エビ（養殖業）

牡蠣（養殖業）

沖縄県・久米島における利用高度化・大規模化と将来計画



３．世界の開発・導入状況

（UNIDOやADBを事例として「知の世界展開」）



Ongoing OTEC projects

出典：IEA OES （International Energy Association, Ocean Energy Systems）

IEA OES（国際エネルギー機関・海洋エネルギー実施委員会）による
世界の海洋温度差発電プロジェクトマップ(計画中含む)

世界の商用化開発の動向
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2013- Okinawa 100kW Class

2015- Hawaii105kW Demo.（USA, Makai） (Plan)Chinese 10MW（USA Lockheed Martin）

2019(Plan) Martinique10MW（Fr. DCNS） 2019(Plan) Martinique 5MW （Fr. DCNS） 2011- Pulau Layang Layang (5MW) （Malaysia）

2015- 20MW Andaman & Nicobar Islands（In. NAVY）2020(Plan) Kiribati OTEC Complex（Kr. KRISO） (Plan)Curaçao DSW OTEC Complex（Du）

海外の動向

OTEC Project in the World

Source: Press Releases from Each Organization or  Presentations at 3rd International OTEC Symposium, Sept. 2015 

2013- IOES Double Rankine

海 洋 温 度 差 発 電 の 現 況近年の商用化を目指した開発プロジェクト



Getting a Feel for an OTEC Plant

4m diameter x 1000m long 

Cold Water Pipe

55m x 55m platform hull

9m diameter x 80m long 

power modules (Remoras)

10MW Pilot Plant

SYSTEM PARAMETERS

Cold Water Intake Velocity(m/s) 2.6  

Cold Water Pipe Flow (gallon / sec)4,200

Warm Water Intake Depth (m) 20
Warm Water Intake Velocity(m/s) .15 

Water Discharge Depth(m) 50 

Warm Water Flow (gallon / sec) 6,100

Heat Exchangers (qty - m x m x m)16 – 2.5 x 2.5 x 10

22

1 gal ~ 3.8 liters

1m3 ~264 gal

米国の海洋温度発電プロジェクトの概要(1/３)

出典：WEB of Lockheed Martin
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米国の海洋温度発電プロジェクトの概要(2/３)

出典：WEB of Lockheed Martin
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水素製造およびアンモニア製造として
１００MWOTECプラント事業を目指す米国

出典：WEB of Lockheed Martin

米国の海洋温度発電プロジェクトの概要(３/３)



海洋温度差発電に関する「知の世界展開」の

最近のトピックス



国連関連機関（UNIDO）の再エネ事業に採択

気候技術センター・ネットワーク（Climate 
Technology Centre ＆ Network：CTCN）の
ナウル共和国でのOTECのFS＜国際公募＞

https://www.ctc-n.org/technical-assistance/projects/otec-ocean-energy-technical-pre-feasibility-study

我が国の自然エネルギーの技術として初 採択

https://www.ctc-n.org/system/files/dossier/3b/CTCN_Nauru_Pre-Feasibility Report_0.pdf

UNIDOのナウルにおける海洋温度差発電
導入のための可能性調査報告書

https://www.ctc-n.org/technical-assistance/projects/otec-ocean-energy-technical-pre-feasibility-study
https://www.ctc-n.org/system/files/dossier/3b/CTCN_Nauru_Pre-Feasibility%20Report_0.pdf


Nauru Ocean Energy Technical Pre-Feasibility Study
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UNIDO (United Nations Industrial Development Organization)

CTCN※1 (Climate Technology Centre & Network)
As an executing agency to promote technology transfer related to climate change, it was 

decided to establish it at COP16 (2010) and started operation and service provision in 2013.

The Japan Team (OECC, IOES, University of Tokyo cooperating) is 
the first in Japan to adopt for renewable energy

CTCN and the Nauru government aim to put OTEC into practical use 
with support of the GCF※2(Green Climate Fund)

※2： Government of Japan contributes $1.5 billion

※1： Government of Japan contributes 
$4.6 million

CTCN：気候技術センター・ネットワーク
（Climate Technology Centre ＆ Network：
日本政府から約12.7百万米ドルが拠出されて
いる（2021年3月時点）
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ctcn.html

GCF：緑の気候基金（Green Climate Fund：
：先進国及び開発途上国（計43か国）から
GCFへの拠出表明総額が約103億米ドル、日本
は15億米ドル（約1,540億円）を拠出
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/gcf.html

国連関連機関（UNIDO）の再エネ事業に採択

東京電力によるナウル共和国 海洋温度差発電プロジェクト(1981年)

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ctcn.html
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/gcf.html
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Saga University UTM

Saga University
(SU)

University of Tokyo
(UT)

National Institute of Advanced
Industrial Science and 

Technology
(AIST)

Xenesys Inc.

Universiti Teknologi Malaysia
(UTM)

Universiti Putra Malaysia
(UPM)

Universiti of Malaya 
(UM)

Universiti Kebangsaan Malaysia
(UKM)

Universiti Malaysia Terengganu
(UMT)

Infrakomas

マレーシアにおける革新的な海洋温度差発電 （OTEC） の開発による
低炭素社会のための持続可能なエネルギーシステムの構築

<研究開発目標>
・ ハイブリッド OTEC（佐賀大学特許出願）の技術確立
・ ハイブリッド OTEC を用いた海洋深層水複合利用（マレーシアモデル）の確立
・ マレーシアにおける若手人材育成

<期間>2019年4月 – 2024年3月

国際科学技術共同研究推進事業 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム

<実施体制>

代表機関 日本側 佐賀大学 ： マレーシア側 UTM ハイブリッドOTECを用いた海洋深層水複合利用
(マレーシアモデル)

キックオフ会議（SU & UTM Vice-presidents・在マレーシア日本大使 等)

Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development

（参考資料）拠点の成果の国際若手人材育成と社会実装複合利用PJT：SATREPSマレーシアPJT
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国際海洋温度差発電協会設立
（OTEA：Ocean Thermal Energy Association)

1. 設 立：2020年10月

2. 参加国：40以上の国と地域（アメリカ、イギリス、中国、台湾、韓国、日本など）

3. 参加者：500人以上（研究者、企業、政府系機関など）

4. 活 動：

・海洋温度差発電に関する情報共有と情報発信

・国際的な海洋温度差発電のR＆Dの推進および支援

・海洋温度差発電の実用化の推進と支援

・国際海洋温度差発電シンポジウムの開催と支援

・国際的な学会賞の選考・授賞（“Uehara Prize”）

・その他

5. 組 織：
会長：日本（本研究所）
副会長：イギリス（欧米地区）、

シンガポール（アジア太平洋地区）
ExCO: 17の国と地域の代表

http://www.ocean-thermal.org/

（海洋温度差発電分野では国際的に最も権威がある賞）

http://www.ocean-thermal.org/


（参考資料）拠点の成果の国際若手人材育成と社会実装ADBとの連携により南太平洋島嶼地域への社会実装

出典：https://events.development.asia/learning-events/high-level-investor-forum-new-ocean-
energy-economy



（参考資料）拠点の成果の国際若手人材育成と社会実装ADBとの連携により南太平洋島嶼地域への社会実装

出典：https://events.development.asia/learning-events/high-level-investor-forum-new-ocean-energy-economy



図：表層海水と深層海水（水深1000メートル）との温度差 ：

沖縄は温度差20～22℃で好適地

南太平洋にはさらに温度差の大
きい（＝高発電効率、低発電

コスト）のマーケット

沖縄から世界へ … 東アジア、太平洋地域に巨大市場

海洋温度差発電が経済的に成立する適地は、表層海水と深層海水との

温度差が約20℃を超える地域です。日本では、沖縄周辺および鹿児島

奄美諸島、南伊豆・小笠原諸島、沖ノ鳥島、南鳥島等の島々、黒潮の

流域となる奄美大島から宮崎、高知、和歌山を経て八丈島に至る海域

が相当します。

さらに南下すれば、より大きな温度差が得られる巨大な市場が存在し、

グリーンインフラ輸出への展開が期待できます。

GXのためのグリーンインフラとしての今後の市場展開の可能性
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４．日本のポテンシャル
（地域貢献を促す久米島モデルの紹介含む）
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海 洋 温 度 差 発 電 の 発 電 ポ テ ン シ ャ ル

発電ポテンシャル：現状技術で173,569MW, 離岸距離を考慮して5,952MW（日本）

海洋温度差発電は、海洋に蓄積される太陽光からの熱エネルギーを駆動源とするため、太陽光発電や太陽熱発電と同様に、発電ポテン

シャルは膨大です。

海洋温度差発電の導入ポテンシャル（MW）

出典：NEDO 「海洋エネルギーポテンシャルの把握に係る業務」, 平成23年3月

34

表層海水温度の高い南伊

豆・小笠原地域（東京電

力管内）および沖縄地域

のポテンシャルが大きい。

次が九州！

九州のほとんどが、鹿児

島県海域のポテンシャル

c.f. 沖縄電力の

合計発電設備容量：

約1,900MW

c.f. 東京電力の

合計発電設備容量：

約60,000MW



日 本 に お け る適地
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出典：NEDO「海洋エネルギーポテン
シャルの把握に係る業務」（ 平成23
年3月）における温度差分布図（5年
間平均値）に追記

沖縄本島
人口：約129万人

現有発電設備容量：1733MW

久米島
人口：約9千人

現有発電設備容量：19.2MW

宮古島
人口：約5万人

現有発電設備容量：76.5MW

石垣島
人口：約4万5千人

現有発電設備容量：69MW

父島
人口：約2千人

現有発電設備容量：4.3MW

南鳥島
（左図範囲外 北緯24度17分、

東経153度59分）

黒潮流域
将来的な本州地域への送電

沖ノ鳥島

久米島、石垣島、宮古島等の沖縄地域の離島、沖縄本島、南伊豆・小笠原諸島、沖ノ鳥島、南鳥島等

海洋温度差発電が経済的に成立する適地は、表層海水と深層海水との温度差が約20℃を超える地域です。日本では、沖縄周辺お

よび鹿児島奄美諸島、南伊豆・小笠原諸島、沖ノ鳥島、南鳥島等の島々、黒潮の流域となる奄美大島から宮崎、高知、和歌山を

経て八丈島に至る海域が相当します。

沖永良部島
人口：約1万3千人

現有発電設備容量：19.1MW

奄美大島
人口：約6万8千人

現有発電設備容量：85.7MW

徳之島
人口：約1万2千人

現有発電設備容量：30.5MW

将来的なターゲット

表層海水と深層海水
（水深1000m）との

温度差



海洋温度差発電を核とした
カーボンニュートラル社会実証への国際的貢献モデル

ーKUMEJIMA MODELー
久米島モデル



世界各国から多数の視察

視察受け入れ数： 約12,000名（2012.6 発電開始から）

視察受け入れ国数： 69カ国（ 〃 ）

行政視察件数： 沖縄県内１位 (2018年度 日経BP調べ)

37

沖縄県 海洋深層水複合利用（発電＋産業利用）プロジェクトへの見学・視察

注目を集める「久米島モデル」



久米島の海洋深層水取水設備

取水量： 日本最大 （世界4位）(*1)

日本における深層水取水容量の比較

取水深度： 日本で第2位 （世界第8位）(*2)

（*1）GOSEA調べ： 1位 ハワイ州自然エネルギー研究所、2位 韓国 江原道高城郡、3位 台湾 花蓮/光隆

（*2）GOSEA調べ： 1位 仏領タヒチBrighton Hotel (960m)、2位 ハワイ州自然エネルギー研究所
(915m)、3位 仏領タヒチIntercont’ Hotel (914m)、4位 仏領タヒチTaon病院
(880m)、 5位 伊豆赤沢DHC（800m）6位 台湾 花蓮/台湾肥料（662m）、7位台湾
花蓮/光隆（618m）

久米島

38



久米島における深層海水利用

深層海水利用企業

深層海水（水深612m）取水能力：13,000m3/日
表層海水 取水能力： 13,000m3/日

沖縄県海洋深層水
研究所(2000～)

水産業・農業を対象とし
た沖縄県所属の研究施設

水産研究

冷熱利用農業研究

技術移転

・ 深層海水関連企業18社の生産額は年間20億円。新規雇用者数は140名で、久米島における一大産業
となっている。

・ 深層海水使用量の多い水産業(海ぶどう陸上養殖・車えび種苗育成)は、いずれも深層水の冷熱をエ
ネルギー利用している。

海ぶどう(全国ｼｪｱ1位)

車えび種苗
(全国ｼｪｱ1位)

エリア外供給用パイプライン

久米島における深層水産業利用の現状



久 米 島 の 深 層 水 利 用 産 業 の 概 況

出典：久米島海洋深層水協議会調査, 平成28年8月出典：「海洋深層水複合利用基本調査」調査報告書, 
平成23年3月、久米島町

平成21年度生産額

年間20.3億円

平成27年度生産額

年間24.8億円

深層海水関連企業18社の深層水関連製品の生産額は年間25億円、新規雇用者数は140名以上（関連企業
雇用者全体で300名以上）。久米島における一大産業として成長を続けている。



久米島におけるエネルギー・水・食糧自給のモデル地域構想

電力（1MW)

深層水
余剰分は
商用系統へ

深層水

既存事業の拡張

(設備増強)

技術ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ実証から商用へ 技術開発

深層水利用事業

1MW海洋温度差発電

車えび 海ぶどう

葉野菜栽培 食品・化粧品等

牡蠣陸上養殖

藻類育成

海水淡水化

空調利用

リチウム回収

バイオ利用

技術と販売ルートが確立しており、
確実な拡張が見込める分野

現在久米島で実証
中の分野

他地域へのモデル
としての技術デモ

将来需要が高い分
野の研究開発

現状の10倍の規模取水施設増設（世界最大級）
× 多段階利用の最適化 × 1MW 発電
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既存産業の拡大

車えび・海ぶどう拡張

発電 農業

牡蠣

現在開発段階の技術の
産業化

持続的な経済自立地域

現実的かつ
広がりのある
展開に向けて

2014年7月
久米島モデル推進
のための産学官連
携の取り組み
「国際海洋資源エ
ネルギー利活用コ
ンソーシアム」
を立ち上げ、計画
の具体化を図って
います。



様々な分野からの新規事業の提案（一例 マグネシウム生産拠点など ）



高 度 利 用 の 手 法

基本手法：カスケード利用（直列接続）による無駄
の削減



商 用 化 に 向 け て ： 発 電 コ ス ト の 見 通 し

海洋温度差発電の発電コスト見通し

（OEA-J 海洋エネルギー資源利用推進機構による試算値）

グラフ出典：NEDO 「再生可能エネルギー技術白書」第2版, 平成25年12月 45

規模拡大によるスケール
メリット追求の方向性

汲みあげた冷海水の
副次利用による取水コスト
シェアの方向性



【提案】ブルーエコノミーを加速化させ、我が国主導で国際的な離島振興と
離島カーボンニュートラル実現強化のための
海洋深層水取水管の公共インフラ整備に向けて

公共インフラとして整備
（利用者負担として：上下水道、高速道路のように） 図出典：久米島エネルギービジョン2020（2020年3月）



新 し い ス テ ー ジ へ ： 久 米 島 の 目 指 す と こ ろ

目指すところ

久米島の

持続可能性を

エネルギーから

支える

図出典：久米島エネルギービジョン2020（2020年3月）
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将来シナリオ：久米島での海洋温度差発電の位置づけ

図出典：久米島エネルギービジョン2020（2020年3月）

2026年の日間電力需給バランス（年平均）

火力：76%

太陽光：9%
DR・蓄電

海洋温度差
15%

1MW規模：島の15%の電力を担う再エネベース電源
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図出典：久米島エネルギービジョン2020（2020年3月）

【2035年】
既存火力発電を
出力6MWの
海洋温度差発電で
代替

2030年

2035年

【2040年】

エネルギー

完全自給の

島へ



熱帯・亜熱帯諸国へのブルーエコノミーのモデル

パッケージとして

我が国の海洋温度差発電を核としたGXモデルで、海洋の再生可能資源・エネル
ギーを利活用したエネルギー・水・食糧自給を目指す島嶼地域への国際貢献

本技術が有効な地域

図」

表層海水と深層海水（水深1000メートル）との温度差

「KUMEJIMA MODEL（久米島モデル）」

50
ご清聴ありがとうございました。
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